
　

貸 借 対 照 表
(平成22年３月31日現在)

(単位：百万円)

資 産 の 部 負 債 の 部

Ⅰ 流 動 資 産 102,733 Ⅰ 流 動 負 債 63,249

１ 現 金 及 び 預 金 12,047 １ 買 掛 金 8,316

２ 警 備 輸 送 業 務 用 現 金 62,921 ２ 短 期 借 入 金 37,870

３ 受 取 手 形 213 ３ １ 年 内 償 還 予 定 の 社 債 2,200

４ 売 掛 金 14,940 ４ リ ー ス 債 務 498

５ 貯 蔵 品 2,692 ５ 未 払 金 4,877

６ 前 払 費 用 1,329 ６ 未 払 費 用 2,877

７ 立 替 金 5,352 ７ 未 払 消 費 税 等 743

８ 繰 延 税 金 資 産 1,575 ８ 前 受 金 5,083

９ そ の 他 1,793 ９ 預 り 金 348

10 貸 倒 引 当 金 △133 10 役 員 賞 与 引 当 金 52

Ⅱ 固 定 資 産 87,768 11 そ の 他 381

１ 有 形 固 定 資 産 32,047 Ⅱ 固 定 負 債 24,628

(1) 建 物 8,415 １ 社 債 2,200

(2) 構 築 物 132 ２ リ ー ス 債 務 1,387

(3) 機 械 及 び 装 置 9,990 ３ 再評価に係る繰延税金負債 418

(4) 車 両 運 搬 具 34 ４ 退 職 給 付 引 当 金 17,673

(5) 工 具、 器 具 及 び 備 品 2,190 ５ 預 り 保 証 金 2,832

(6) 土 地 6,893 ６ 長 期 未 払 金 116

(7) リ ー ス 資 産 1,879

(8) 建 設 仮 勘 定 2,512

２ 無 形 固 定 資 産 5,051 負 債 合 計 87,878

(1) ソ フ ト ウ ェ ア 3,646 純 資 産 の 部

(2) ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 1,398 Ⅰ 株 主 資 本 106,450

(3) 電 気 通 信 施 設 利 用 権 4 １ 資 本 金 18,675

(4) そ の 他 1 ２ 資 本 剰 余 金 29,320

３ 投 資 そ の 他 の 資 産 50,669 資 本 準 備 金 29,320

(1) 投 資 有 価 証 券 12,082 ３ 利 益 剰 余 金 60,429

(2) 関 係 会 社 株 式 10,249 (1) 利 益 準 備 金 792

(3) 長 期 貸 付 金 701 (2) そ の 他 利 益 剰 余 金 59,637

(4) 長 期 前 払 費 用 152 別 途 積 立 金 14,000

(5) 敷 金 及 び 保 証 金 7,470 繰 越 利 益 剰 余 金 45,637

(6) 保 険 積 立 金 1,332 ４ 自 己 株 式 △1,974

(7) 前 払 年 金 費 用 1,984 Ⅱ 評 価 ・ 換 算 差 額 等 △3,827

(8) 繰 延 税 金 資 産 9,526 １ その他有価証券評価差額金 1,568

(9) そ の 他 7,499 ２ 土 地 再 評 価 差 額 金 △5,395

(10) 貸 倒 引 当 金 △330 純 資 産 合 計 102,623

資 産 合 計 190,501 負 債 及 び 純 資 産 合 計 190,501



　

損 益 計 算 書

（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

(単位：百万円)

売 上 高 189,706

売 上 原 価 146,115

売 上 総 利 益 43,590

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 41,257

営 業 利 益 2,332

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 4,243

そ の 他 の 営 業 外 収 益 1,297 5,540

営 業 外 費 用

支 払 利 息 549

そ の 他 の 営 業 外 費 用 526 1,076

経 常 利 益 6,797

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 77

抱 合 せ 株 式 消 滅 差 益 522 600

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 146

投 資 有 価 証 券 売 却 損 30

減 損 損 失 9 186

税 引 前 当 期 純 利 益 7,210

法人税、住民税及び事業税 346

法 人 税 等 調 整 額 1,213 1,559

当 期 純 利 益 5,651



　

株主資本等変動計算書

（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己
株式

株主
資本
合計

資本
準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益

剰余金
合計

別途
積立金

繰越
利益

剰余金

前 期 末 残 高 18,675 29,320 29,320 792 14,000 41,996 56,789 △1,974 102,810

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △2,010 △2,010 △2,010

当 期 純 利 益 5,651 5,651 5,651

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － 3,640 3,640 △0 3,640

当 期 末 残 高 18,675 29,320 29,320 792 14,000 45,637 60,429 △1,974 106,450

評価・換算差額等
純資産
合計

その他
有価証券

評価差額金

土地
再評価
差額金

評価・換算
差額等
合計

前 期 末 残 高 996 △5,395 △4,398 98,411

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △2,010

当 期 純 利 益 5,651

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額)

571 － 571 571

当 期 変 動 額 合 計 571 － 571 4,211

当 期 末 残 高 1,568 △5,395 △3,827 102,623



　

個 別 注 記 表

(重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１ 資産の評価基準及び評価方法

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 ア 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式…移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券

時価のあるもの…………………決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)に

よっております。

時価のないもの…………………移動平均法による原価法によっております。

　 イ デリバティブ等の評価基準及び評価方法

時価法によっております。

　 ウ たな卸資産の評価基準及び評価方法

　先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方

法）によっております。

　(2) 固定資産の減価償却の方法

　 ア 有形固定資産（リース資産を除く）

　主として定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）は定

額法）を採用しております。

　主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 38～50年

機械及び装置 　 ５年

　 イ 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。

ウ リース資産
　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
　なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取
引のうち、リース取引開始日が企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の適用初年
度開始前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており
ます。

　(3) 引当金の計上基準

貸倒引当金………………………売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。
役員賞与引当金…………………役員賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期の

負担額を計上しております。



　

退職給付引当金…………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。過去

勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（５年）による定額法により処理しておりま

す。数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）による定額法により発生時の翌

事業年度から処理しております。

　(4) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　 ア 繰延資産の処理方法

株式交付費……………………… 支出時に全額費用処理しております。

　 イ 重要なヘッジ会計の方法

(ア) ヘッジ会計の方法……………繰延ヘッジ処理を採用しております。また、金利スワップに

ついては特例処理の条件を充たしている場合には特例処理を

採用しております。

(イ) ヘッジ手段とヘッジ対象……ヘッジ手段 金利スワップ

ヘッジ対象 銀行借入金

(ウ) ヘッジ方針……………………金利変動リスクの低減並びに金融収支改善のため、内規に基

づき、金利変動リスクをへッジしております。

(エ) ヘッジの有効性評価の方法…金利スワップにつきましてはヘッジの高い有効性があるとみ

なされるため、有効性の評価は省略しております。

　 ウ 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

２  会計方針の変更

  (1) 「「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）」の適用

当事業年度より、「「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その３）」（企業会計基準第19号 平

成20年７月31日）を適用しております。なお、これによる営業利益、経常利益及び税引前当期純利

益に与える影響はありません。

  (2) 警備輸送業務用現金の計上方法の変更

  警備輸送業務における入金機オンラインシステムの入金機内現金については、従来、流動資産の

「立替金」に含めておりましたが、管理上の実態に合わせるため、当事業年度より「警備輸送業務用

現金」に含めて表示しております。

(貸借対照表に関する注記)

１ 担保に供している資産

　出資会社の借入金に対して下記の資産を担保に供しております。

　 投資有価証券 26百万円

２ 有形固定資産の減価償却累計額 92,223百万円

３ 関係会社に対する金銭債権及び債務は次のとおりであります。

　 短期金銭債権 1,299百万円

　 長期金銭債権 416百万円

　 短期金銭債務 4,094百万円



　

４ 土地の再評価

　 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関する法律の

一部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律第24号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、土

地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

   再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定める地

価税法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額

を算定するために、国税庁長官が定めて公表した方法により算出した価額に基づいて、奥行価格補

正等合理的な調整を行って算出しております。

　 再評価を行なった年月日

　 平成14年３月31日

　 再評価を行なった土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

　 △818百万円

(損益計算書に関する注記）

 関係会社との取引高

　 営業取引による取引高

　   売上高 8,216百万円

　   営業費用 36,657百万円

　 営業取引以外の取引高 4,239百万円

(株主資本等変動計算書に関する注記)

　 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前事業年度末
株 式 数 (株)

当 事 業 年 度
増加株式数(株)

当 事 業 年 度
減少株式数(株)

当事業年度末
株 式 数 (株)

普通株式 1,505,245 298 － 1,505,543

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加298株は単元未満株式の買取りに伴う増加であります。



　

(税効果会計に関する注記)

　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　繰延税金資産 （単位：百万円)
　 未払事業税 114
　 貸倒引当金損金算入限度超過額 73
　 退職給付引当金損金算入限度超過額 7,193
　 役員退職慰労金の未払額 58
　 減価償却限度超過額 871
　 警報機器設置工事費否認 3,452
　 投資有価証券評価損 10
　 繰越欠損金 1,285
　 土地再評価差額金 2,444
　 その他 712
　 繰延税金資産小計 16,216
　 評価性引当額 △3,079
　 繰延税金資産合計 13,136
　繰延税金負債
　 その他有価証券評価差額金 △1,075
　 前払年金費用 △807
　 外国株式配当減額 △151
　 土地再評価差額金 △418
　 繰延税金負債合計 △2,453
　 繰延税金資産の純額 10,683

（注）繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

　 流動資産―繰延税金資産 1,575
　 固定資産―繰延税金資産 9,526
　 固定負債―再評価に係る繰延税金負債 418



　

(リースにより使用する固定資産に関する注記)
　 貸借対照表に計上した固定資産のほか、車両、警報機器等の一部については、所有権移転外ファイナ
ンス・リース契約により使用しております。
  所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引日が平成20年３月31日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであ

ります。

 (借主側)
 １ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額相当額
(百万円)

減価償却累計額相
当額(百万円)

期末残高相当額
(百万円)

有形固定資産「その他」
(車両運搬具)

1,735 1,166 569

有形固定資産「その他」
(器具及び備品)

2,350 1,599 750

合計 4,086 2,766 1,319

 ２ 未経過リース料期末残高相当額等
　 未経過リース料期末残高相当額

　１ 年 内 792百万円
　１ 年 超 716百万円
　 合 計 1,509百万円

 ３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
　 支払リース料 1,227百万円
　 減価償却費相当額 963百万円
　 支払利息相当額 210百万円

 ４ 減価償却費相当額の算定方法
　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　
 ５ 利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ
いては、利息法によっております。

(関連当事者との取引に関する注記)
１ 役員及び個人主要株主等

名 称 又 は 氏 名
議決権等
の所有(被
所有)割合

関連当事
者との関
係

取引の
内容

取引金額
（百万円）

取引条件及
び取引条件
の決定方針

取引により
発生した債
権又は債務
に係る主な
項目別の当
事業年度末
日における
残高（百万
円）

取引条件
の変更

村井 温
（財団法人村井
順記念奨学財団
理事長）

(被所有)
直接
2.9％

役員
（当社
代表取締
役）

寄付金 13
(注)１
(注)２

― ―

(注)１ 当社代表取締役村井温が財団法人村井順記念奨学財団の理事長として行った取引であります。
　なお、当該財団の活動内容は、神奈川県内の工学系大学又は工学系の学部に在学する学生を
対象とした返還不要の奨学金の支給であります。



　

　 ２ 取引条件及び取引条件の決定方針等
　財団法人村井順記念奨学財団への寄付金の金額につきましては、当社の社会貢献の必要性、
当該財団の活動目的を達成するために必要と認められる年間奨学金等を勘案の上、当社の取締
役会で決定しております。

　 ３ 上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。

２ 子会社

名称又は氏名
議決権等
の所有(被
所有)割合

関連当事
者との関
係

取引の内容
取引金額
(百万円)

取引条件及
び取引条件
の決定方針

取引により
発生した債
権又は債務
に係る主な
項目別の当
事業年度末
日における
残高（百万
円）

取引条件
の変更

山 口 管 財
㈱

(間接所有)
100.0％

子会社 ― ― (注)１
長期貸付金

108
―

北 海 道 綜
合 警 備 保
障㈱

(直接所有)
100.0％

子会社 受取利息 1 (注)２
長期貸付金

22
―

埼 玉 綜 合
警 備 保 障
㈱

(直接所有)
100.0％

子会社 受取利息 0 (注)２
長期貸付金

40
―

神 奈 川 綜
合 警 備 保
障㈱

(直接所有)
100.0％

子会社 受取利息 1 (注)２
長期貸付金

77
―

福 岡 綜 合
警 備 保 障
㈱

(直接所有)
100.0％

子会社 受取利息 0 (注)２
長期貸付金

15
―

熊 本 綜 合
警 備 保 障
㈱

(直接所有)
80.0％

子会社 受取利息 0 (注)２
長期貸付金

12
―

(注)１ 当該子会社の再建のため人的支援、金融支援を行っております。貸付金の金利については、
市場金利を勘案して決定しておりますが、合理的な再建計画に基づき当該子会社の業績が回復
するまでの間は無利息としております。その他の支援として、当社所有の建物を無償で貸与し
ております。

　(1) 長期貸付金期末残高に対する貸倒引当金残高     ６百万円
　(2) 当期の貸倒引当金繰入額 該当事項はありません。
　(3) 当期の貸倒損失 該当事項はありません。

２ 長期貸付金は厚生年金基金（現 企業年金基金）への一括拠出に伴い各子会社からの要請に
基づき貸し付けたものであります。また、利息計算に用いる利率については、社債による資金
調達コストを勘案して決定しております。

(１株当たり情報に関する注記)

 １ １株当たり純資産額 1,020円78銭

 ２ １株当たり当期純利益金額 56円21銭

(重要な後発事象に関する注記）

　 該当事項はありません。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

注：記載金額は、表示単位未満を切り捨てております。


